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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第99期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、第99期第２四半期連結累計期間、第100期第２四半

期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第99期に

ついては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第99期

第２四半期 
連結累計期間

第100期
第２四半期 
連結累計期間

第99期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 26,979 27,270 58,756 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △386 △305 1,097 

当期純利益又は 
四半期純損失(△) 

(百万円) △661 △498 567 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △705 △449 637 

純資産額 (百万円) 35,597 36,394 36,927 

総資産額 (百万円) 58,942 58,964 61,625 

１株当たり当期純利益金額 
又は四半期純損失金額(△) 

(円) △7.71 △5.82 6.61 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.3 61.5 59.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,178 1,743 3,761 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,955 △628 △3,319

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2 △174 △6

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 7,134 9,291 8,349 

回次
第99期

第２四半期 
連結会計期間

第100期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日 
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期 
純損失金額(△) 

(円) △3.11 △2.74 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災による大幅な落ち込みから緩やかな回

復傾向にあるものの、欧州の金融不安や急激な円高等により先行き不透明な状況が継続しました。 

印刷業界におきましても、出版市場の低迷が続き、また、商業印刷市場は震災による企業の広告宣伝費

の減少が依然回復せず厳しい経営環境が継続しました。 

このような環境の中で当社グループは、お客様の課題に対する積極的な提案活動によるトータルサポー

ト、総合品質保証体制の強化、構造改革の推進による一層の原価低減に取り組んでまいりました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は272億７千万円(前年

同期比1.1％増)、営業損失は６億１千万円(前年同期は営業損失７億１千６百万円)、経常損失は３億５百

万円(前年同期は経常損失３億８千６百万円)、四半期純損失は４億９千８百万円(前年同期は四半期純損

失６億６千１百万円)となりました。 

  

セグメント別の売上概況は、次のとおりであります。 

(印刷事業) 

 印刷事業セグメントは、出版印刷部門と商業印刷部門から構成されております。 

出版印刷部門では、雑誌、単行本、学習参考書などが減少したものの、新聞が増加した結果、当部門の

売上高は196億７千万円(前期比2.3％増)となりました。 

商業印刷部門では、企業の広告宣伝費の削減を受け、カタログ、パンフレットなどが減少した結果、当

部門の売上高は68億５千９百万円(前期比6.2％減)となりました。 

(出版事業) 

出版部門では、教科書改訂に伴う教師用指導書の販売が増加した結果、当部門の売上高は７億４千１百

万円(前期比66.3％増)となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第２四半期末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ26億６千万円減少し、589億６千４百万円とな

りました。これは主に有価証券が増加する一方、受取手形及び売掛金が減少したことによるものでありま

す。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ21億２千８百万円減少し、225億６千９百万円となりました。こ

れは主に支払手形及び買掛金の減少によるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ５億３千２百万円減少し、363億９千４百万円となりました。

これは主に利益剰余金の減少によるものであります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における「現金及び現金同等物」は、前連結会計年度末に比べ９億４千１百

万円増加し、92億９千１百万円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローとそれらの増減要因は以下の通りでありま

す。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

営業活動の結果得られた資金は、前年同期に比べ４億３千４百万円減少し、17億４千３百万円となりま

した。これは主に仕入債務の減少17億５千１百万円及び売上債権の減少36億７千万円によるものでありま

す。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

投資活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ23億２千７百万円減少し、６億２千８百万円となりま

した。これは主に有形固定資産の取得２億１千７百万円及び投資有価証券の取得３億４千５百万円による

ものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

財務活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ１億７千１百万円増加し、１億７千４百万円となりま

した。これは主に配当金を１億７千３百万円支払ったことよるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４千４百万円であります。 

当第２四半期連結累計期間において研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

― 4 ―



第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 86,267,808 86,267,808 
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株で
あります。 

計 86,267,808 86,267,808 ― ―

年 月 日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年９月30日 ― 86,267 ― 13,898 ― 12,992 
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(6) 【大株主の状況】 

平成23年９月30日現在 

 
(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行㈱(退職給付信託口・ＤＩＣ㈱口)の所有株式は、ＤＩＣ㈱から委託された信

託財産であり、議決権行使の指図者はＤＩＣ㈱です。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（中央三井アセット信託銀行再信託分・ＣＭＴＢエクイティインベス

トメンツ㈱信託口）の所有株式は、中央三井信託銀行㈱が所有していた当社株式をその全額出資子会社であ

るＣＭＴＢエクイティインベストメンツ㈱へ現物出資したものが、中央三井アセット信託銀行㈱に信託され

た上で、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱に再信託されたものであり、議決権行使の指図者はＣＭＴＢ

エクイティインベストメンツ㈱です。 

３ 日本マスタートラスト信託銀行㈱、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式は、全て信託業務に係

る株式です。 

  

氏名又は名称 住 所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

凸版印刷㈱ 東京都台東区台東1-5-1 44,004 51.00 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 
（退職給付信託口・ＤＩＣ㈱口） 

東京都港区浜松町2-11-3 6,129 7.10 

東洋インキＳＣホールディングス
㈱ 

東京都中央区京橋2-3-13 2,315 2.68 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11 1,867 2.16 

図書印刷従業員持株会 東京都北区東十条3-10-36 1,774 2.05 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（中央三井アセット信託銀行
再信託分・ＣＭＴＢエクイティイ
ンベストメンツ㈱信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11 1,398 1.62 

図書印刷共栄会 東京都北区東十条3-10-36 1,393 1.61 

㈱学研ホールディングス 東京都品川区西五反田2-11-8 1,011 1.17 

㈱兼子 静岡県静岡市清水区興津中町990 863 1.00 

ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ Ｓ
ＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ 
ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ（常任代理人
シティバンク銀行㈱） 

ＵＳＮＹ 388 ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ Ｓ
ＴＲＥＥＴ，ＮＹ，ＮＹ 10013，ＵＳＡ
（品川区東品川2-3-14） 

783 0.90 

計 ― 61,540 71.33 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株(議決権8個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が285株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

該当事項はありません。 

区 分 株式数(株) 議決権の数(個) 内 容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   607,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 84,934,000 84,934 ―

単元未満株式 普通株式  726,808 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 86,267,808 ― ― 

総株主の議決権 ― 84,934 ― 

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 

図書印刷株式会社 
東京都北区東十条3-10-36 607,000 ― 607,000 0.70 

計 ― 607,000 ― 607,000 0.70 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,527 2,962

受取手形及び売掛金 18,174 14,504

有価証券 6,983 8,080

商品及び製品 209 260

仕掛品 1,111 1,574

原材料及び貯蔵品 334 362

繰延税金資産 358 327

その他 374 349

貸倒引当金 △73 △63

流動資産合計 30,000 28,358

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 23,042 23,142

減価償却累計額 △10,097 △10,567

建物及び構築物（純額） 12,945 12,574

機械装置及び運搬具 27,824 27,410

減価償却累計額 △23,989 △23,978

機械装置及び運搬具（純額） 3,835 3,431

工具、器具及び備品 1,580 1,505

減価償却累計額 △1,300 △1,244

工具、器具及び備品（純額） 280 261

土地 9,255 9,255

有形固定資産合計 26,316 25,523

無形固定資産   

のれん 186 102

その他 186 225

無形固定資産合計 372 327

投資その他の資産   

投資有価証券 2,649 2,642

繰延税金資産 1,853 1,820

その他 557 416

貸倒引当金 △124 △124

投資その他の資産合計 4,934 4,755

固定資産合計 31,624 30,606

資産合計 61,625 58,964
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,016 12,265

関係会社短期借入金 2,500 2,500

1年内返済予定の長期借入金 － 800

未払法人税等 177 123

未払消費税等 381 125

賞与引当金 691 680

役員賞与引当金 26 16

返品調整引当金 14 0

設備関係支払手形 155 257

資産除去債務 7 －

リース資産減損勘定 70 4

その他 1,902 1,830

流動負債合計 19,945 18,603

固定負債   

長期借入金 800 －

退職給付引当金 3,726 3,754

役員退職慰労引当金 148 133

資産除去債務 75 74

その他 3 3

固定負債合計 4,753 3,966

負債合計 24,698 22,569

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,898 13,898

資本剰余金 16,489 16,489

利益剰余金 6,584 5,914

自己株式 △171 △172

株主資本合計 36,801 36,131

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 88 117

その他の包括利益累計額合計 88 117

少数株主持分 36 146

純資産合計 36,927 36,394

負債純資産合計 61,625 58,964
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 26,979 27,270

売上原価 23,633 23,785

売上総利益 3,345 3,485

販売費及び一般管理費   

運搬費 1,017 1,020

役員報酬及び給料手当 1,619 1,725

賞与引当金繰入額 195 217

役員賞与引当金繰入額 11 16

退職給付費用 80 83

役員退職慰労引当金繰入額 23 26

貸倒引当金繰入額 － △10

その他 1,116 1,015

販売費及び一般管理費合計 4,062 4,096

営業損失（△） △716 △610

営業外収益   

受取利息 16 15

受取配当金 287 250

その他 44 52

営業外収益合計 349 319

営業外費用   

支払利息 15 14

その他 3 1

営業外費用合計 18 15

経常損失（△） △386 △305

特別利益   

固定資産売却益 － 3

貸倒引当金戻入額 34 －

特別利益合計 34 3

特別損失   

固定資産除売却損 29 31

子会社株式売却損 － 18

投資有価証券評価損 2 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 75 －

環境対策費 63 －

その他 6 3

特別損失合計 177 53

税金等調整前四半期純損失（△） △529 △355

法人税、住民税及び事業税 4 76

法人税等調整額 128 45

法人税等合計 133 121

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △662 △477

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 21

四半期純損失（△） △661 △498

― 11 ―



【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △662 △477

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △42 28

その他の包括利益合計 △42 28

四半期包括利益 △705 △449

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △704 △470

少数株主に係る四半期包括利益 △1 21
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △529 △355

減価償却費 1,217 1,032

のれん償却額 84 84

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10 28

前払年金費用の増減額（△は増加） 1 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 23 △11

貸倒引当金の増減額（△は減少） △59 △10

受取利息及び受取配当金 △303 △266

支払利息 15 14

有形固定資産除売却損益（△は益） 29 27

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 75 －

環境対策費 63 －

子会社株式売却損益（△は益） － 18

投資有価証券評価損益（△は益） 2 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,855 3,670

たな卸資産の増減額（△は増加） △624 △542

仕入債務の増減額（△は減少） △827 △1,751

その他 △145 △335

小計 1,890 1,605

利息及び配当金の受取額 302 267

利息の支払額 △15 △14

法人税等の支払額 △110 △185

法人税等の還付額 111 69

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,178 1,743

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2 △2

定期預金の払戻による収入 8 7

有価証券の取得による支出 △405 △497

有価証券の売却及び償還による収入 500 300

有形固定資産の取得による支出 △2,495 △217

有形固定資産の売却による収入 22 3

投資有価証券の取得による支出 △602 △345

子会社株式の売却による収入 － 70

無形固定資産の取得による支出 △2 △75

貸付金の回収による収入 4 3

その他 17 125

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,955 △628

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 0 －

配当金の支払額 △1 △172

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2 △174

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △780 941

現金及び現金同等物の期首残高 7,914 8,349

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,134 ※  9,291
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【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

１．配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 

(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,206百万円

有価証券 5,733  〃

計 7,939百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △    2  〃

償還期間が３か月を超える債券等 △  803  〃

現金及び現金同等物 7,134百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,962百万円

有価証券 8,080  〃

計 11,042百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △    2  〃

償還期間が３か月を超える債券等 △1,749  〃

現金及び現金同等物 9,291百万円

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 171 ２ 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
  

  

(単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額 
四半期連結
損益計算書 
計上額 印刷事業 出版事業 合計

売上高   

  外部顧客への売上高 26,534 445 26,979 ― 26,979 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

294 ― 294 △294 ―

計 26,828 445 27,274 △294 26,979 

セグメント損失(△) △328 △411 △739 23 △716

 (単位：百万円)

損失 金額

報告セグメント計 △739

のれんの償却額 △12

セグメント間取引消去 35 

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △716
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Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
  

  

(単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額 
四半期連結
損益計算書 
計上額 印刷事業 出版事業 合計

売上高   

  外部顧客への売上高 26,529 741 27,270 ― 27,270 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

276 ― 276 △276 ―

計 26,806 741 27,547 △276 27,270 

セグメント損失(△) △362 △238 △601 △9 △610

 (単位：百万円)

損失 金額

報告セグメント計 △601

のれんの償却額 △12

セグメント間取引消去 2 

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △610
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株 

式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

 １株当たり四半期純損失金額 △7円71銭 △5円82銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純損失金額 (百万円) △661 △498

    普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

    普通株式に係る四半期純損失金額 (百万円) △661 △498

    普通株式の期中平均株式数 (千株) 85,760 85,662 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年11月10日

図書印刷株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている図
書印刷株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、図書印刷株式会社及び連結子会社の平成23
年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    佐    藤    孝    夫    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    宮    木    直    哉    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    鳥    生     裕      印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月11日 

【会社名】 図書印刷株式会社 

【英訳名】 Tosho Printing Company,Limited 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  沖 津 仁 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役財務本部長兼資金部長  矢 野 誠 之 

【本店の所在の場所】 東京都北区東十条三丁目10番36号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



当社代表取締役社長沖津仁彦及び当社最高財務責任者矢野誠之は、当社の第100期第２四半期(自 平成

23年７月１日 至 平成23年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記

載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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